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雇⽤保険制度の概要（令和６年1 0⽉１⽇時点）
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雇⽤保険制度は、
① 労働者が失業してその所得の源泉を喪失した場合、労働者について雇⽤の継続が困難となる事由が⽣じた場合及び労働者が⾃ら職業に

関する教育訓練を受けた場合及び労働者が⼦を養育するための休業をした場合に、⽣活及び雇⽤の安定並びに就職の促進のために失業等
給付及び育児休業給付を⽀給するとともに、

② 失業の予防、雇⽤状態の是正及び雇⽤機会の増⼤、労働者の能⼒の開発及び向上その他労働者の福祉の増進を図るための⼆事業を⾏う、
雇⽤に関する総合的機能を有する制度である。

・

＜雇⽤保険の被保険者＞
○ 雇⽤保険の適⽤事業に雇⽤される労働者は被保険者となる。
○ ただし、⼀般被保険者については、「１週間の所定労働時間が２０時間未満である者」、「同⼀事業主に継続して31⽇以上雇⽤されることが⾒

込まれない」等の要件に該当する⽅は適⽤対象外となる。

【求職者給付（基本⼿当等）・就職促進給付】
○ 労働者が失業した場合、『基本⼿当』として、離職前賃⾦の50％〜80％（給付⽇額2,295〜8,635円（※３） ）を、年齢と被保険者期間、離職理由に応

じて、90⽇〜330⽇の給付⽇数の間、失業認定を受けた⽇について⽀給。
○ 受給資格者が早期再就職等した場合に、就業⼿当や再就職⼿当、就業促進定着⼿当等を⽀給。

※１ 雇⽤情勢及び雇⽤保険の財政状況が悪化している場合は1/4、それ以外は1/40。
※２ 定率負担とは別に、⼀定の要件の下で機動的に⼀般会計から繰⼊可能。
※３ 令和６年８⽉以降適⽤。

【教育訓練給付】
○ 主体的な能⼒開発を⽀援するため、雇⽤保険の被保険者⼜は被保険者でなくなってから１年以内にある者等が厚⽣労働⼤⾂の指定する教育訓練を受

け、修了した場合に、訓練費⽤の⼀定割合（※）を⽀給。
※ ⼀般教育訓練給付⾦︓20％（上限10万円）、特定⼀般教育訓練給付⾦︓最⼤50％（上限25万円）、専⾨実践教育訓練給付⾦︓最⼤80％（上限64万円/年）

【雇⽤継続給付】
○ ⾼年齢雇⽤継続給付︓60歳到達時点の賃⾦からの低下分の⼀定割合等を⽀給。
○ 介護休業給付︓被保険者が介護休業をする場合、最⼤93⽇間、休業前賃⾦⽇額の67％（３回まで分割可能）を⽀給。

保険料率︓8/1000（労使各4/1000）

○ 被保険者が出⽣時育児休業や育児休業を取得した場合において、⼀定の要件を満たした場合、原則⼦が１歳になるまでの間、休業開始から通算180⽇
までは休業前賃⾦⽇額の67％※（180⽇経過後は50％）を⽀給。
※ 給付が⾮課税であること及び育児休業期間中の社会保険料免除を加味すると、休業前の⼿取り賃⾦の実質80％相当。

○ 雇⽤安定事業 →雇⽤調整助成⾦、特定求職者雇⽤開発助成⾦、労働移動⽀援助成⾦など
○ 能⼒開発事業 →⼈材開発⽀援助成⾦、⺠間等を活⽤した効果的な職業訓練等の推進など

保険料率︓4/1000（労使各2/1000）

保険料率︓3.5/1000（事業主負担）

失業等給付

育児休業給付

雇⽤保険⼆事業

国庫負担割合︓1/8

国庫負担割合︓1/80（令和８年度までの暫定措置。原則は1/8。） （介護休業給付のみ）

国庫負担なし

国庫負担なし

国庫負担割合︓1/4⼜は1/40等（※1、２）（求職者給付のみ）
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雇⽤保険制度の概要（体系）（令和６年10⽉１⽇時点）

雇⽤保険

Ⅰ 雇⽤安定事業
（雇⽤調整助成⾦、特定求職者雇⽤開発助成⾦等）

Ⅱ 能⼒開発事業
（⼈材開発⽀援助成⾦、職業能⼒開発施設の設置・運営等）

*保険料は8/1000を労使折半（★）

*保険料は4/1000を労使折半

*保険料は3.5/1000を事業主負担

*保険料は★の内数

※【】内は令和６年度予算額
※１ 求職者給付の国庫負担は、政令で定める基準に従い1/4又は1/40となる。（日雇労働求職者給付金については1/3又は1/30）また、定率負担とは別に、失業等給付及び求職者支

援事業に要する費用に充てるため、予算で定めるところにより、国庫から繰入を実施できる。
※２ 求職者支援事業及び介護休業給付の国庫負担は、当分の間、本則の55％水準に引き下げ。さらに、介護休業給付の国庫負担については、令和８年度までの間は、本則の10％

水準に引き下げ。
※３ 雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号。以下「令和６年改正法」という。 ）等により、令和７年10月より、教育訓練休暇給付金（国庫負担あり）が創設される。
※４ 令和６年改正法により、令和７年４月より、「育児休業等給付」として従来の「育児休業給付」に加え、「出生後休業支援給付」及び「育児時短就業給付」が創設される。

【6,437億円】

【12,715億円】
失 業 等 給 付

⼆ 事 業
国庫負担なし

【8,555億円】

【259億円】
求 職 者 ⽀ 援 事 業

国庫負担1/2（※２）

育児休業給付（※４）

国庫負担1/8

【8,236億円】
Ⅰ 求職者給付（基本⼿当 等）

国庫負担1/4⼜は1/40（※１）

【2,031億円】
Ⅱ 就職促進給付（再就職⼿当等）

国庫負担なし
【474億円】

Ⅲ 教育訓練給付（※３）
国庫負担なし

【1,974億円】
Ⅳ 雇⽤継続給付 （介護休業給付、⾼齢継続給付）

国庫負担1/8（介護休業給付のみ） （※２）
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雇⽤保険制度の財政構造

 雇⽤保険では、失業等給付、育児休業給付、雇⽤保険⼆事業を実施しており、これらを区分経理している。
 保険料負担は、失業等給付・育児休業給付は労働者・事業主折半。雇⽤保険⼆事業は事業主のみ。

労働保険特別会計（雇用勘定）の仕組み

保険料収⼊（雇⽤保険部分）

失業等給付
労働者・事業主からの保険料

料率 8/1,000

育児休業給付
労働者・事業主からの保険料

料率 ４/1,000（※１）

雇⽤保険⼆事業
事業主からの保険料
料率 3.5/1,000

失業等給付

雇⽤勘定

雇⽤保険⼆事業育児休業給付

積⽴⾦ 雇⽤安定資⾦育児休業給付資⾦

国庫負担（⼀般会計）

※１ 「雇⽤保険法等の⼀部を改正する法律」（令和６年法律第26号）により、令和７年度から本則の保険料率を５/1,000に引き上げるが、実際
の料率は保険財政の状況に応じて弾⼒的に調整（注）。
（注）該当年度の積⽴⾦残⾼（⾒込み）と翌年度の収⼊（⾒込み）の合計額が、翌年度の⽀出（⾒込み）の1.2倍を超える場合

は、翌年度の料率を4/1,000とすることができる。
※２ 「⼦ども・⼦育て⽀援法等の⼀部を改正する法律」（令和６年法律第47号）により、労働保険特別会計の雇⽤勘定（育児休業給付関係）は令和７年度

に新たに創設される⼦ども・⼦育て⽀援特別会計に移管される。

令和７年度から⼦ども・⼦育て
⽀援特別会計に移管（※２）
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雇⽤保険の適⽤事業及び被保険者

適⽤事業及び被保険者について

○雇⽤保険は、⼀部の事業（農林⽔産業の個⼈事業で常時５⼈以上を雇⽤する事業以外＝暫定任意適⽤事業）
を除き、労働者が雇⽤される事業を強制適⽤事業としている。【雇⽤保険法第５条】

○雇⽤保険の適⽤事業（※１）に雇⽤される労働者を被保険者としている。【雇⽤保険法第４条第１項】

＜適⽤除外＞【雇⽤保険法第６条】
① １週間の所定労働時間が20時間未満である者
② 同⼀の事業主に継続して31⽇以上雇⽤されることが⾒込まれない者
③ 季節的に雇⽤される者（短期雇⽤特例被保険者に該当する者を除く。）であって、

４⽉以内の期間を定めて雇⽤される者⼜は⼀週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満である者
④ ⽇雇労働者（※２）であって、適⽤区域（※３）に居住し適⽤事業に雇⽤される等の要件に該当しない者
⑤ 国、都道府県、市町村等に雇⽤される者
⑥ 昼間学⽣

※１ 労働者が雇⽤される事業（農林⽔産の事業のうち常時雇⽤する労働者の数が５⼈未満の個⼈事業は暫定任意適⽤事業）
※２ ⽇々雇⽤される者⼜は３０⽇以内の期間を定めて雇⽤される者
※３ 東京都の特別区若しくは公共職業安定所の所在する市町村の区域⼜はこれらに隣接する市町村の全部⼜は⼀部の区域

であって、厚⽣労働⼤⾂が指定するもの

主たる雇⽤関係における
週所定労働時間

20時間未満 適⽤除外

20時間以上

31⽇以上の雇⽤が⾒込まれるか

ＹＥＳ

ＮＯ

⼀般被保険者

⽇雇労働被保険者
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基本⼿当の賃⾦⽇額の上下限・給付率（概要）

基本⼿当⽇額 = 賃⾦⽇額 × 給付率

基本⼿当⽇額給付率賃⾦⽇額

2,295 - 4,159 円80％2,869 - 5,200 円

4,160 - 6,395 円80 - 50％5,200 - 12,790 円

6,395 - 8,635 円50％12,790 - 17,270 円

賃⾦⽇額上限額賃⾦⽇額下限額年齢区分

14,130 円

2,869円

30歳未満

15,690 円30歳以上45歳未満

17,270 円45歳以上60歳未満

16,490 円60歳以上65歳未満

基本⼿当⽇額給付率賃⾦⽇額

2,295 - 4,159 円80％2,869 - 5,200 円

4,160 - 5,170 円80 - 45％5,200 - 11,490 円

5,170 - 7,420 円45％11,490 - 16,490 円

賃⾦⽇額の年齢別上限額 【雇⽤保険法第17条】（令和６年８⽉１⽇〜）

基本⼿当の給付率【雇⽤保険法第16条】（令和６年８⽉１⽇〜）
（60歳未満） （60歳以上65歳未満）
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(ｲ) 倒産、解雇等による離職者（(ﾊ)を除く）

(ﾛ) ⼀般の離職者（(ｲ)⼜は(ﾊ)以外の者）

※ 有期労働契約が更新されなかったことによる離職者については、原則（ロ）の給付⽇数だが、
令和９年３⽉31⽇までは、暫定的に（イ）の給付⽇数となる。

(ﾊ) 就職困難な者（障害者等）

基本⼿当の所定給付⽇数

20年以上10年以上
20年未満

１年以上
10年未満

150 ⽇120 ⽇90 ⽇全年齢

20年以上10年以上
20年未満

５年以上
10年未満

１年以上
５年未満

１年未満

300 ⽇
150 ⽇

45 歳未満

360 ⽇45 歳以上 65 歳未満

20年以上10年以上
20年未満

５年以上
10年未満

１年以上
５年未満

１年未満

－180 ⽇120 ⽇90 ⽇

90⽇

30 歳未満
240 ⽇210 ⽇180 ⽇120 ⽇30 歳以上 35 歳未満
270 ⽇240 ⽇180 ⽇150 ⽇35 歳以上 45 歳未満
330 ⽇270 ⽇240 ⽇180 ⽇45 歳以上 60 歳未満
240 ⽇210 ⽇180 ⽇150 ⽇60 歳以上 65 歳未満

区分

被保険者であった
期間

区分

被保険者であった
期間

区分

被保険者であった
期間
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育児休業給付の概要

１）概要
労働者の職業⽣活の円滑な継続を援助、促進するため、労働者が１歳*¹（⼀定の場合*²には最⻑で２歳）未満の⼦を養育する
ための育児休業を⾏う場合*³に、育児休業給付（育児休業給付⾦及び出⽣時育児休業給付⾦*⁴）を⽀給。

*¹ 配偶者も⼦が１歳に達する⽇以前に育児休業（産後パパ育休含む。）を取得している場合は、１歳２か⽉（「パパママ育休プラス」）。
*² 保育所の申込みを⾏ったが利⽤できない場合や、⼦を養育している配偶者が死亡した場合 等
*³ 育児休業及び産後パパ育休はそれぞれ２回まで分割して取得が可能。
*⁴ 出⽣時育児休業給付⾦は、産後パパ育休（⼦の出⽣後８週間以内に４週間まで取得可能）を取得した場合に⽀給される。

２）⽀給要件
雇⽤保険の被保険者（原則、週の所定労働時間が20時間以上、31⽇以上の雇⽤⾒込み）が育児休業を取得した場合に、当該休業を開
始した⽇前２年間に、賃⾦の⽀払の基礎となった⽇数が11⽇以上ある⽉が通算して12か⽉以上あること。

３）給付額
育児休業開始から180⽇までは休業開始前賃⾦の67％相当額*⁵ ⁶、それ以降は50％相当額。

*⁵ 給付は⾮課税であり、育休中は社会保険料が免除（⼀定の要件あり）されるため、休業前の⼿取り賃⾦と⽐較した実質的な給付率は８割程度。
また、賃⾦と給付の合計額が休業開始時賃⾦⽉額の80％を超える場合は、超過分を減額。

*⁶ 出⽣時育児休業給付⾦の⽀給⽇数は、⽀給率67％の⽇数である180⽇に通算される。
育児休業給付の上限額・下限額（⽀給⽇数が30⽇の場合）︓上限額 315,369円（235,350円）、下限額 57,666円（43,035円）

（括弧内は給付率50％の場合。いずれも令和７年７⽉31⽇までの⾦額。）

給付率2/３
（出産⼿当⾦※)

給付率５０％
（育児休業給付⾦）

出産 育児休業開始 １歳
180⽇８週間

１歳２⽉

⺟

⽗ 給付率６７％
（育児休業給付⾦）

給付率５０％
（育児休業給付⾦）

育児休業開始

給付率６７％
（育児休業給付⾦）

152⽇（180⽇－28⽇）

給付率
６７％

28⽇
出⽣時育児休業給付⾦

※健康保険等により、産前６週間、産後８週間について、過去12ヶ⽉における平均標準報酬⽉額の２/３相当額を⽀給。

≪参考≫男⼥ともに育児休業を取得する場合の例

・
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介護休業給付の概要

１ 趣旨
労働者が介護休業を取得しやすくし、職業⽣活の円滑な継続を援助、促進するために介護休業給付

を⽀給する。

２ ⽀給対象事由
労働者が対象家族の介護を⾏うための休業を⾏う場合に⽀給する。
イ 対象家族

① 配偶者（事実上婚姻関係にある者も含む。）、⽗⺟、⼦、配偶者の⽗⺟
② ①に準ずる者（労働者の祖⽗⺟、兄弟姉妹、孫）

ロ 対象となる休業
対象家族１⼈につき３回、通算93⽇を限度とする。

３ ⽀給要件
雇⽤保険の被保険者が、介護休業をした場合に、当該休業を開始した⽇前２年間に、賃⾦の⽀払の
基礎となった⽇数が11⽇以上ある⽉が通算して12ヶ⽉以上あること。

※ ただし、期間雇⽤者については、介護休業開始予定⽇から起算して93⽇を経過する⽇から６か⽉を経過する⽇までに、その労
働契約（契約が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了することが明らかでない場合に給付の対象となる。

４ 給付額
休業開始前賃⾦の67％に相当する額
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（注）講座数は令和６年10⽉時点、受給者数は令和５年度実績。（※１）令和６年10⽉1⽇以降に受講開始した者について適⽤。 （※２）令和６年10⽉１⽇付け指定から適⽤。

⼀般教育訓練給付
＜左記以外の雇⽤の安定・就職の促進に

資する教育訓練を対象＞

特定⼀般教育訓練給付
＜特に労働者の速やかな再就職及び

早期のキャリア形成に資する教育訓練を対象＞

専⾨実践教育訓練給付
＜特に労働者の中⻑期的キャリア形成に資する

教育訓練を対象＞
・受講費⽤の20％（上限10万円）・受講費⽤の40％（上限20万円）

・追加給付:１年以内に資格取得・就職等(※１)
⇒受講費⽤の10％（上限5万円）

・受講費⽤の50％（上限年間40万円）
（６か⽉ごとに⽀給）

・追加給付①:１年以内に資格取得・就職等
⇒受講費⽤の20％（上限年間16万円）

・追加給付②:訓練前後で賃⾦が５％以上上昇(※１)
⇒受講費⽤の10％（上限年間8万円）

給付
内容

○ 在職者⼜は離職後１年以内（妊娠、出産、育児、疾病、負傷等で教育訓練給付の対象期間が延⻑された場合は最⼤20年以内）の者
○ 雇⽤保険の被保険者期間３年以上（初回の場合、専⾨実践教育訓練給付は２年以上、特定⼀般教育訓練給付・⼀般教育訓練給付は１年以上）

⽀給
要件

12,111 講座801 講座3,011 講座講座数
76,257⼈3,670⼈36,324⼈（初回受給者数）受給者数

次のいずれかの類型に該当する教育訓練

① 公的職業資格⼜は修⼠若しくは博⼠の
学位等の取得を訓練⽬標とするもの

② ①に準じ、訓練⽬標が明確であり、
訓練効果の客観的な測定が可能なもの
⺠間職業資格の取得を訓練⽬標と
するもの等

次のいずれかの類型に該当し、かつ就職率等の
要件を満たすもの
① 業務独占資格、名称独占資格若しくは必置資格
に係る養成施設の課程⼜はこれらの資格の取得
を訓練⽬標とする課程等

② ⼀定レベル（ITSSレベル２）の情報通信技術に
関する資格取得を⽬標とする課程 (※２)

③ 短時間の職業実践⼒育成プログラム及び
キャリア形成促進プログラム

④ 職業能⼒評価制度の検定（技能検定⼜は団体等
検定）の合格を⽬指す課程（R7.4〜）

次のいずれかの類型に該当し、かつ就職率等の
要件を満たすもの
① 業務独占資格⼜は名称独占資格に係る養成施設

の課程（４年制課程含む R7.4〜）
② 専⾨学校の職業実践専⾨課程及びキャリア形成

促進プログラム
③ 専⾨職⼤学院の課程及び外国の⼤学院の経営管

理に関する学位課程（R7.4〜）
④ ⼤学等の職業実践⼒育成プログラム

⑤ 第四次産業⾰命スキル習得講座等の課程
（ITSSレベル３以上）(※２)

⑥ 専⾨職⼤学･専⾨職短期⼤学･専⾨職学科の課程

講座
指定
要件

教育訓練給付の概要
労働者が主体的に、厚⽣労働⼤⾂が指定する教育訓練を受講し、修了した場合に、その費⽤の⼀部を雇⽤保険により⽀給。

⽂部科学省連携

経済産業省連携

⽂部科学省連携

⽂部科学省連携
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雇⽤関係助成⾦とは

 雇⽤保険⼆事業（被保険者等に関し、失業の予防、雇⽤状態の是正、雇⽤機会の増⼤その他雇⽤の安定を図るため
の雇⽤安定事業・職業⽣活の全期間を通じて、被保険者等の能⼒を開発し、及び向上させることを促進するための
能⼒開発事業）において、雇⽤保険適⽤事業所の事業主を対象として雇⽤関係助成⾦を⽀給している。

・ 従業員の能⼒向上（⼈材開発⽀援助成⾦）

・ 雇⽤の維持（雇⽤調整助成⾦ など）

失業の予防

・ 労働者の雇⼊れ（特定求職者雇⽤開発助成⾦、トライアル雇⽤助成⾦ など）

雇⽤機会の増⼤

・ 就労条件や職場環境の改善（キャリアアップ助成⾦、⼈材確保等⽀援助成⾦ など）

雇⽤状態の是正

職業能⼒の開発・向上

などを⾏った事業主に対し助成を実施している。
12



雇⽤関係助成⾦⼀覧 （13助成⾦50コース）※令和６年４⽉１⽇時点

１.雇⽤調整助成⾦
２.産業雇⽤安定助成⾦

産業連携⼈材確保等⽀援コース1
スキルアップ⽀援コース2

３.早期再就職⽀援等助成⾦
再就職⽀援コース1
早期雇⼊れ⽀援コース2
中途採⽤拡⼤コース3
ＵＩＪターンコース4

４.特定求職者雇⽤開発助成⾦
特定就職困難者コース1
発達障害者・難治性疾患患者雇⽤開発コース2
就職氷河期世代安定雇⽤実現コース3
⽣活保護受給者等雇⽤開発コース4
成⻑分野⼈材確保・育成コース5

５.トライアル雇⽤助成⾦
⼀般トライアルコース1
障害者トライアルコース2
障害者短時間トライアルコース3
若年・⼥性建設労働者トライアルコース4

６.地域雇⽤開発助成⾦
地域雇⽤開発コース1
沖縄若年者雇⽤促進コース2

７.⼈材確保等⽀援助成⾦
雇⽤管理制度助成コース(休⽌中)1
中⼩企業団体助成コース2
⼈事評価改善等助成コース3
建設キャリアアップシステム等普及促進コース4
若年者及び⼥性に魅⼒ある職場づくり事業コース(建設分野)5
作業員宿舎等設置助成コース(建設分野)6
外国⼈労働者就労環境整備助成コース7
テレワークコース8

８.通年雇用助成金

９.65歳超雇用推進助成金

65歳超継続雇用促進コース1
高年齢者評価制度等雇用管理改善コース2
高年齢者無期雇用転換コース3

10.高年齢労働者処遇改善促進助成金

11.キャリアアップ助成金

正社員化コース1
障害者正社員化コース2
賃金規定等改定コース3
賃金規定等共通化コース4
賞与・退職金制度導入コース5
社会保険適用時処遇改善コース6

12.両立支援等助成金

出生時両立支援コース1
介護離職防止支援コース2
育児休業等支援コース3
育休中等業務代替支援コース4
柔軟な働き方選択制度等支援コース5
事業所内保育施設コース(休止中)6
不妊治療両立支援コース7

13.人材開発支援助成金

人材育成支援コース1
教育訓練休暇等付与コース2
建設労働者認定訓練コース3
建設労働者技能実習コース4
人への投資促進コース5
事業展開等リスキリング支援コース6
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雇⽤保険制度における農業の位置づけ

 農業の事業のうち、暫定任意適⽤事業に該当しない、常時５⼈以上の労働者を雇⽤する個⼈事業及び法⼈である事
業主の事業は、雇⽤保険の適⽤事業（強制適⽤事業）となっている。

 短期雇⽤特例被保険者（季節的に雇⽤される者であって、４か⽉以上の期間を定めて雇⽤され、週所定労働時間が
30時間以上であるもの）を多数雇⽤する事業については、給付と負担の均衡を図ることが社会的公平の⾒地から要
請されていること及び雇⽤保険財政の健全な運営の上からも必要であることから、これらの事業についての雇⽤保
険率は、2/1,000上積みされている。

①＋②
雇⽤保険料率②事業主負担

①労働者負担
（失業等給付・
育児休業給付の
保険料率のみ）

雇⽤保険⼆事業
の保険料率

失業等給付・育
児休業給付の保

険料率
15.5/10003.5/1,0006/1,0009.5/1,0006/1,000⼀般の事業

17.5/10003.5/1,0007/1,00010.5/1,0007/1,000農林⽔産・清酒製造の事
業（※）

18.5/10004.5/1,0007/1,00011.5/1,0007/1,000建設の事業

※ 園芸サービス、⽜⾺の育成、酪農、養鶏、養豚、内⽔⾯養殖及び特定の船員を雇⽤する事業については⼀般の事業の率が適⽤。

〇 雇⽤保険料率（令和６年度）

〇 農業分野の強制適⽤事業の現状 〇 短期雇⽤特例被保険者数（産業別）

割合全被保険者数短期雇⽤特例
被保険者数

2.4%117,7862,800農業、林業
0.1%44,708,10843,237全体

事業所数︓24,139件

被保険者数︓164,049⼈（令和６年10⽉時点）

（令和４年度実績）
※ 特掲産業のうち、保険料率が⼀般保険料と同じ事業所は除いて集計。

（単位︓⼈）

※

14



雇⽤保険法（昭和四⼗九年法律第百⼗六号）（抄）
（適⽤事業）
第五条 この法律においては、労働者が雇⽤される事業を適⽤事業とする。
２ （略）

附則
（適⽤範囲に関する暫定措置）
第⼆条 次の各号に掲げる事業（国、都道府県、市町村その他これらに準ずるものの事業及び法⼈である事業主の事業（事務所に限る。）

を除く。）であつて、政令で定めるものは、当分の間、第五条第⼀項の規定にかかわらず、任意適⽤事業とする。
⼀ ⼟地の耕作若しくは開墾⼜は植物の栽植、栽培、採取若しくは伐採の事業その他農林の事業
⼆ 動物の飼育⼜は⽔産動植物の採捕若しくは養殖の事業その他畜産、養蚕⼜は⽔産の事業（船員が雇⽤される事業を除く。）

２ （略）

雇⽤保険法施⾏令（昭和五⼗年政令第⼆⼗五号）（抄）
（法附則第⼆条第⼀項の政令で定める事業）
第⼆条 法附則第⼆条第⼀項の政令で定める事業は、同項各号に掲げる事業のうち、常時五⼈以上の労働者を雇⽤する事業以外の事業（国、

都道府県、市町村その他これらに準ずるものの事業及び法⼈である事業主の事業を除く。）とする。

○雇⽤保険は、労働者が雇⽤される事業を強制適⽤事業としているが、
農林⽔産業のうち、個⼈事業で常時５⼈未満を雇⽤する事業を暫定任意適⽤事業としている。

（参考）雇⽤保険法（昭和49年法律第116号）制定時、農林⽔産の事業については、事業所の把握が困難な場合が多く、また、雇⽤関
係、賃⾦⽀払関係が必ずしも明確でない場合が多いため、⼀時に全⾯適⽤とすることは、事務的に困難であるのみならず、その実⾏
を期しがたい状況にあることから、暫定任意適⽤事業とされた。

○暫定任意適⽤事業の現状

事業所数︓4,362件 被保険者数︓8,120⼈（令和６年10⽉時点）

暫定任意適⽤事業について
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参考（暫定任意適⽤事業を巡るこれまでの主な指摘）

雇⽤保険部会報告（2024年1⽉10⽇）（抄）
第３ 雇⽤保険制度等の⾒直しの⽅向

１ 雇⽤保険制度の適⽤拡⼤について
〇 なお、労働者代表委員からは、当分の間、任意適⽤事業とされている農林⽔産業の個⼈事業

で常時５⼈未満の労働者を雇⽤する事業について、暫定任意適⽤事業の撤廃を含めて検討を⾏
うべきとの意⾒があった。

雇⽤保険法等の⼀部を改正する法律案に対する附帯決議
（令和６年５⽉９⽇参議院厚⽣労働委員会）（抄）
五、雇⽤保険の強制適⽤事業ではない暫定任意適⽤事業について、実態の把握を⾏い、適⽤の在

り⽅について労働政策審議会において議論を⾏うこと。
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農林⽔産業における就業者数

（注１）上記は産業分類「農業、林業」と「漁業」を合算して算出した値。

（注２）⾃営業主︓個⼈経営の事業を営んでいる者
雇有業主︓⼀⼈以上の有給の従業者を雇って個⼈経営の事業を営んでいる者
雇無業主︓従業者を雇わず⾃分だけで⼜は⾃分と家族だけで個⼈経営の事業を営んでいる者

家族従業者︓⾃営業主の家族で、その⾃営業主の営む事業に無給で従事している者
雇⽤者︓会社・団体・官公庁⼜は⾃営業主や個⼈家庭に雇われて給料、賃⾦を得ている者及び会社,団体の役員

就業者（199万⼈）

⾃営業主（85万⼈）

家族従業者（49万⼈）

雇⽤者（65万⼈）

雇有業主（16万⼈）

雇無業主（69万⼈）

出所 総務省「労働⼒調査（基本集計）２-１表」より作成 17



農林⽔産業における雇⽤者（従業者規模別）

 農林⽔産業における雇⽤者について、働いている事業所が属する企業の従業者規模別にみると、従業員数１〜４⼈
の企業に雇⽤されている労働者数は、17万⼈（26.5％）となっている。
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１〜４⼈ ５〜29⼈ 30⼈〜99⼈ 100〜499⼈ 500〜999⼈ 1000⼈以上

（万⼈）

（注）上記は産業分類「農業、林業」と「漁業」を合算して算出した値。
官公に雇⽤される者は除いた値。

26.5%

48 .4%

15.6%

1.5%

6.2%

1.5%

出所 総務省「労働⼒調査（基本集計）２-１表」より作成 18



雇⽤保険への対応について

経営局就農・⼥性課
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基幹的農業従事者の年齢構成及び法⼈経営体等のシェアの推移

○ 基幹的農業従事者（個⼈経営体）は、現在の111万⼈から、今後20年で30万⼈程度となる可能性。
○ ⼀⽅で、法⼈等の雇⽤型経営が、経営耕地⾯積のシェアを拡⼤するなど⼤きな役割を果たすようになっている。

20

基幹的農業従事者の年齢構成

資料︓農林⽔産省「農林業センサス」

経営体等に占める法⼈経営体等のシェア

農産物販売金額

経営耕地面積

1.2 4.4
7.8 10.4

24.3

68.3

1.0% 3.8%
6.7% 9.0%

20.9%

58.7%
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29歳以下 30～39 40～49 50～59 60～69 70歳以上

基幹的農業従事者数︓116万⼈
平均年齢︓68.7歳

20年後の基幹的農業従事者の
中⼼となる層
50代以下
23.8万⼈
(20%)

基幹的農業従事者数全体に
占める割合（右⽬盛）

資料︓農林⽔産省「農業構造動態調査」（2023年）
注︓基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に⾃営農業に

従事している者（雇⽤者は含まない）。
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新規雇⽤就農者の現状

資料︓農林⽔産省 「新規就農者調査」
（平成25年〜26年の数値は、当該年の4⽉1⽇〜翌年の3⽉31⽇まで、平成

27年以降の数値は、当該年の２⽉１⽇〜翌年の１⽉31⽇までの１年間に
新規就農した者の数）

○ 新規就農者数は平成27年をピークに減少傾向にある⼀⽅、新規雇⽤就農者（農業法⼈等に雇われる形で就農する者）は、
平成27年以降１万⼈前後とほぼ同⽔準で推移。

○ 雇⽤型経営の規模拡⼤等が進む中、49歳以下の新規就農者における雇⽤就農者の割合も増加傾向。また、49歳以下の新
規雇⽤就農者の約９割が⾮農家出⾝者の就業。

○ ⼀⽅で、直近３年間では雇⽤就農者数は減少しており、⻭⽌めをかけることが必要。

新規就農者数の推移
（千⼈）

43.5

57.7

65.0
60.2

55.755.855.9
53.752.3

45.8

うち雇⽤就農者

43%

40%

16%

2023年
1.59万⼈

新規雇⽤就農者
0.69万⼈

新規⾃営
農業就農者
0.64万⼈

新規参⼊者
0.26万⼈

26%

71%

4%

2007年
2.11万⼈

新規参⼊者
0.08万⼈ 新規雇⽤就農者

0.54万⼈

新規⾃営
農業就農者
1.49万⼈

資料︓農林⽔産省「新規就農者調査」

49歳以下の新規就農者の内訳

就農者のうち
雇⽤就農者割合

就農率就農者数

63%54%935⼈

道府県⽴農業⼤学校（養成課程）からの
就農状況（2022年）

資料︓全国農業⼤学校協議会
「令和５年度全国農業⼤学校等の概要」

49歳以下の
新規雇⽤就農者の出⾝別

10% 90%

0% 50% 100%

⾮農家出⾝
0.62万⼈

農家出⾝
0.07万⼈

資料︓農林⽔産省「新規就農者調査」
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雇⽤就農者が重視した労働環境（雇⽤保険関連）

○ 雇⽤就農者に対して実施したアンケート調査においても、「雇⽤保険への加⼊」「資格取得補助等の各種⼿当の充実」「充実
した研修制度」「⼦育てや介護等に配慮していること」について６割以上が重視したと回答されている。

重視する選択項⽬

51.4
所定労働時間が１⽇８時間以内、週40時間以内で
あること（繁閑はあるが、年間を通じて週40時間
以内となっている場合も含む）

労
働
環
境
等

64.3
休憩時間について、労働時間が６時間以上の場合
は45分以上、８時間以上の場合60分以上確保され
ていること

77.5週１回以上、または4週間を通じて4⽇以上の休⽇
が確保されていること

51.5 週２⽇の休⽇が確保されていること
69.6時間外及び休⽇の労働について、所定の割増賃⾦

が⽀払われること
76.2休暇が取得しやすいこと

59.9
1ヶ⽉当たりの時間外及び休⽇の労働時間が45時
間以内、かつ年間の時間外及び休⽇の労働時間が
360時間以内であること

84.1 雇⽤保険の加⼊
83.4労災保険の加⼊
83.6健康保険の加⼊
81.9厚⽣年⾦保険の加⼊
77.9給与⽔準
85.2安定した収⼊
64.3⼈事評価による昇給

資料︓令和４年度「雇⽤就農資⾦」の採択者（研修⽣）に対するアンケート結果
※⾚⾊に着⾊したものは、重視すると回答した割合が上位のもの

重視する選択項⽬
43.5キャリアパスが⽰されていること

労
働
環
境
等

63.0充実した研修制度
59.2福利厚⽣施設の充実（休憩室、男⼥別トイレ、更

⾐室、シャワー等）
84.1 経営者の⼈柄
73.4経営者が将来のビジョンを⽰す
60.0最先端の農機や技術の導⼊等によって業務を効率

化していること
66.3⾁体的負担の軽減に配慮していること
62.2 ⼦育てや介護等に配慮していること
79.5⾃分の意⾒を⾔いやすい職場環境
84.0セクハラ・パワハラ等のハラスメントが無いこと
73.8通勤・家族⼿当や資格取得補助等の各種⼿当の充

実
65.4定期的に健康診断を実施していること

雇⽤就農前に重視した労働環境（n=1,217） (単位︓％)
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農業分野の就業者の動向（令和４年就業構造基本調査より）

農業全産業

増減令和４年平成19年増減令和４年平成19年

1,4722,23867,06065,978就業者総数（千⼈）男
⼥
計

34322257,22553,263うち雇⽤者数（千⼈）

38.742.463.164.5雇⽤者の正規率（％）

8881,25636,70638,175就業者総数

男 1699030,04029,735うち雇⽤者数

53.463.377.980.1雇⽤者の正規率

5841,02830,35427,803就業者総数

⼥ 17513227,18523,528うち雇⽤者数

24.528.246.844.8雇⽤者の正規率

〇 平成19年から令和４年までの就業者の動向をみると、全産業では⼥性の就業者総数の増加により男⼥計の就業者総数が増加
している⼀⽅で、農業では男⼥ともに就業者総数が減少している。

○ 雇⽤者数は農業においても男⼥ともに増加しているが、雇⽤者の正規率が全産業と⽐較して低く、特に⼥性の正規率は⼤変低い
⽔準であるだけでなく、減少傾向にある。

23

従業上の地位別就業者の動向（全産業、農業）

資料︓総務省「就業構造基本調査」（組替集計）
※注１︓総数には「不明」が含まれている。

注２︓同⼀世帯内に農業経営者のいる雇⽤者は含まれていない（「農業における雇⽤労働者の実態（農林⽔産政策研究所）」で⽤いた定義を参照）。

※注１

※注２



全産業における育児休業・介護休業の現状

〇 育児・介護休業法に基づく育児休業及び介護休業について、育児休業の取得率は、男性が近年上昇傾向（令和５年度
30.1％）にあるものの、依然として⼥性（８割台）との間には差がある。介護休業の取得率は、男⼥とも1.6％となっている。

〇 また、雇⽤保険に加⼊することで受けられる育児休業給付及び介護休業給付の状況を⾒ると、両給付とも受給者数及び給付額
は増加しており、育児・介護休業給付が安定した雇⽤環境整備の⼀助となっている。
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（年度）

育児休業給付の初回受給者数、⽀給⾦額の推移

資料︓厚⽣労働省「職業安定分科会雇⽤保険部会（令和６年11⽉20⽇）」資料より農林⽔産省作成

介護休業給付の受給者数、⽀給⾦額の推移

49.1%
56.4%

64.0%
70.6% 72.3%

89.7% 90.6%
85.6% 83.7% 87.8% 83.6% 83.0% 86.6%

81.5% 81.8% 83.2% 82.2% 83.0% 81.6% 85.1%
80.2%

84.1%

0.12% 0.42% 0.33% 0.56% 0.50% 1.56% 1.23% 1.72% 1.38% 2.63% 1.89% 2.03% 2.30% 2.65% 3.16% 5.14% 6.16% 7.48%
12.65% 13.97% 17.13%

30.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

8 11 14 16 17 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5

育児休業の取得率

⼥性 男性 資料︓厚⽣労働省「雇⽤均等基本調査」より農林⽔産省作成



ライフステージにあわせた休業制度等の活⽤の重要性
○ 農業界でも、従業員をしっかりと雇⽤している経営体ではライフステージにあわせて育児・介護休業制度等を活⽤できる仕組みを

設け、就業継続を実現している。
○ ⼥性の雇⽤拡⼤のためには、多くの経営体において「産休・育休制度」や「休みの取りやすい勤務体制」等が重要と考えている。
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〇 今後、⼥性の雇⽤拡⼤のために取り組みたいこと
⼥性が「働いている」、「雇⽤していきたい」という団体経営体において、今後、⼥性
の雇⽤拡⼤のために取り組みたいことは、「働きやすい勤務形態（フレックスタイム
制、産休・育休制度、休みの取りやすい勤務体制）の整備」が最多。(複数回答)

資料：農林水産省統計部「令和４年度 農業における女性活躍に関する意識・意向調査」

〇 育児休業の導⼊等による働きやすい環境整備の事例
（株）ドロップ（茨城県⽔⼾市）
代表者︓三浦綾佳⽒ 経営品⽬︓フルーツトマト
雇⽤状況︓社員10名（⼥性４、男２）

パート28名（⼥性26、男性２）
【取組内容】
〇就業規則で育児・介護休業、⽣理休暇、育児休暇等を規定。

⽣産部チーフが育児休業給付を受給した実績があり、復帰後は
フルタイムに戻って勤務。制度の整備・実例があることで、他
の従業員も「⼦供ができても⼤丈夫」という安⼼感。

〇栽培管理技術や受発注能⼒、⼈材マネジメント能⼒等の評価基
準を明⽰し、男⼥問わず昇給や管理職に登⽤。

〇男⼥別トイレや更⾐室等のハード⾯も整備。完全週休⼆⽇制。

（株）陽だまりファーム（静岡県浜松市）
代表者︓髙橋 博之⽒ 経営品⽬︓温州みかん等
雇⽤状況︓正社員３名、パート６名（⼥性６名）
【取組内容】
〇次世代法の⼀般事業主⾏動計画により、育児・介護休業規定の周
知と相談窓⼝の設置をしたところ、男性従業員の育児休業２か⽉
の取得（育児休業給付の受給）につながり、社内で育児・介護を
応援する体制へ。

○雇⽤者のスキルアップに向け、資格取得を有給休暇の対象とし、
フォークリフト等の資格取得を会社負担で⽀援。

○男⼥別トイレ、休憩室、シャワールームを整備。

7.5%

1.8%

6.5%

11.9%

18.0%

38.2%

42.2%

61.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

無回答

その他

託児サービスの提供

特に取り組みたいものはない

⼈事評価や昇給の仕組みの整備

農作業のきつさを軽減する⼯夫（アシスト
スーツ、⾼さを調整できる作業台等の導

⼊）

福利厚⽣施設（⼥性専⽤トイレ、更⾐室、
休憩室等）の充実

働きやすい勤務形態（フレックスタイム
制、産休・育休制度、休みの取りやすい勤

務体制）の整備

団体経営体︓704経営体



雇⽤就農者の能⼒開発の重要性について
○ 新規雇⽤就農者は30代以上が７割を占めており、他産業からの転職者が多いことが想定され、また、⾮農家出⾝者が約７割を

占めており、農業に不慣れな⾮農家出⾝者を短期間で能⼒開発することにより、経営が安定する可能性。
○ 経営者が抱える経営課題についても、約５割が『⼈材の育成』と回答している。

460

2,770

1,750
1,900

1,160

1,260

年齢別
10代

20代

30代
40代

50代

60代以上

(29.8%)

(20.4%)

(4.9%)

(18.8%
)

(12.5%)

(13.5%)

1,400

1,080

6,820

出⾝別
新規学卒就農者

農家出⾝

⾮農家出⾝

(15.1%)

(11.6%)

(73.3%)

⾮農家出⾝が
約７割

30代以上が
約７割

新規雇⽤就農者の内訳（令和５年）

資料︓農林⽔産省「新規就農者調査」 資料︓⽇本農業法⼈協会「2023年版 農業法⼈⽩書」

現在の経営課題 複数回答（単位︓先・N=1,325）
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60.1%
53.1%
52.3%

42.0%
35.5%

31.8%
26.8%
26.0%

21.0%
19.2%
18.0%
13.1%
10.9%
9.5%
9.0%
8.9%
7.8%
6.2%
4.4%
4.1%
2.8%
2.7%
1.4%

資材コスト（肥料、飼料、農機等）
⼈材の育成

労働⼒（雇⽤者、外国⼈材等）
経営⼒の向上

価格転嫁ができない
⼈材の定着
流通コスト

農産物の販売価格（市場価格低迷）
資⾦調達
基盤整備
経営継承

国内販路の開拓
６次産業化

技術開発（品種、AI、農業機械等）
農地制度（農地法、農振法等）

輸出
農作業安全対策

税制（相続・贈与・経営継承等）
農産物の安全・安⼼

環境政策（みどり戦略等）
セーフティネット（保険等）

法規制
その他



農業経営に求められる知識・技術

○ 農業経営に求められる知識・技術は、地域や品⽬によって異なり、多岐に渡る知識・技術が必要。
○ 他産業からの転職者も含め、従業員が経営（ヒト・モノ・カネ・情報）に関する以下のような知識・技術を習得することで、組織

全体の経営⼒の向上が期待できる。

27

習得できる場所・ツール

農業⽣産の
基礎的な
技術・知識

【耕種農業】
定植、収穫、⼟づくり、施肥、防除、除草、収穫後作業、安全管理、機械整備 等
【畜産農業】
家畜の健康管理、飼料管理、給餌、清掃、と畜、搾乳、繁殖、安全管理、機械整備 等
（参考）⽇本農業技術検定 等

関連事業に
関する技術・知識

加⼯︓農産物加⼯、畜産物加⼯、品質管理 等
販売︓店舗運営 等
運搬︓農産物流通、準中型・中型・⼤型特殊⾃動⾞、フォークリフト、クレーン、けん引 等

習得する知識・技術

従業員のスキル向上を通じ、組織としての経営⼒が向上

発展的な
技術・知識

有機農業、GAP、⾷品衛⽣管理、６次産業化、スマート農業（ドローン操縦等）、
⼤型機械の運転 等

・農業⼤学校
・農業協同組合
・⼤学（⼤学院含む）
・専⾨学校
・⺠間教育機関
・専⾨書

等

・農⽔省が提供するオンライ
ン研修

・都道府県農業経営塾
・⺠間教育機関
・⺠間企業
・専⾨書

等

財務管理 ︓財務分析、原価計算、税法 等
⼈材育成 ︓⼈事評価、従業員教育、スキル標準、研修の企画・実施 等
労務管理 ︓就業規則、雇⽤保険、被⽤者保険 等
マーケティング︓販路開拓、Webページ作成 等
経営⼒ ︓事業計画策定（収⽀、⽣産、⼈員など）、事業環境の分析 等

組織の運営のために
必要な知識・技術



公共職業訓練を活⽤した就農推進の事例（⿃取県⽴農業⼤学校アグリチャレンジ科）
○ ⿃取県では、平成27年度に公共職業訓練「アグリチャレンジ研修」を農業⼤学校にて実施（平成28年度に「アグリチャレンジ科」に名称変更）。
○ 就農希望者は、失業給付等を受けながら、農業機械の使い⽅など基礎的な技能を⾝に着け、就職先のマッチングを受けながら円滑

に就農することが可能。
○ 平成27年度から令和5年度までの９年間で331⼈が修了し、うち262⼈が就農（就農率79％）。

取組前の課題
⾮農家出⾝者の雇⽤就農が増加する中、

農業経営者から「知識やスキルが⾜りない⼈
が増えているため、事前に基礎を学ぶ機会を
与えてほしい」という要望があった。

実施体制

公共職業安定所 県⽴産業⼈材
育成センター 県⽴農業⼤学校

・就業希望の受付
・失業給付の⼿続き

・職業訓練の委託 ・職業訓練の実施
・就職⽀援

職業訓練の概要
○ 約４か⽉間、農業の基本技能（農業機械の操作等）の習得のための短期職業訓練を実施。

トラクター操作 刈払機の安全操作 栽培体験

県就農⽀援
センター

・就農先の情報提供

校外学習栽培等体験学科
（座学講義）農作業技能演習

農家視察研修、試
験研究機関等視察、
農家実習など

果樹、野菜、花き、
作物、畜産各分野
の作業を体験

植物⽣理、病害⾍・
農薬、⼟壌肥料の
基礎、農業経営など

機械関連、⼩農具
の扱い⽅、応⽤作業
など

実績

16%

34%

20%

17%

13%
20代
30代
40代
50代
60代

41%

9%9%

20%

13%

8% 雇⽤就農
⾃営就農
親元就農
研修後就農
農外就職
未定

⼊校者（341名）の年齢内訳 修了者（331名）の進路
＜活⽤者からの声＞
（農業経営者）

農業に関する知識や技術を⾝に着けた⽅
が来てくれてありがたい。今後も、修了⽣で就
農希望者がいれば教えてほしい。

（修了者）
勉強したことが就農後も役⽴っている。農業

の⼤変さや楽しさをわかった上で就農できた。28



雇⽤保険の加⼊により受けることができる給付⾦・助成⾦等
○ 雇⽤保険加⼊により、雇⽤者が失業した場合の⽣活の安定確保やスキルアップ、雇⽤の安定に資する給付・⽀援等が活⽤可能。
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雇⽤保険に加⼊することで受けることができる給付⾦・助成⾦等

●失業給付（基本⼿当） ※個⼈向け⽀援
倒産、契約期間の満了等により離職した場合に⽀給。

【失業した場合の⽣活の安定等を確保するもの】

●教育訓練給付 ※個⼈向け⽀援
在職者⼜は離職後１年以内の者が⾃ら厚⽣労働⼤⾂が指定する
教育訓練を受講・修了した場合に、費⽤の⼀部を⽀給。

●⼈材開発⽀援助成⾦による⽀援 ※事業者向け⽀援
労働者に専⾨的な知識及び技能の習得をさせるための職業訓練等を
実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃⾦の⼀部等を助成。

【スキルアップのための環境を提供できるもの】

●雇⽤就農資⾦による⽀援 ※事業者向け⽀援
雇⽤保険への加⼊や労働基準の設定等の要件を満たした
農業法⼈等における49歳以下の就農希望者の雇⽤を⽀援。

●雇⽤体制強化事業（就労条件改善タイプ）による⽀援
※事業者向け⽀援

就業規則の策定や作業⼯程の⾒直し等の就労条件改善のための取組を⽀援。

（参考）雇⽤保険に加⼊していなくても受けることができる給付⾦・助成⾦等
●業務改善助成⾦ ※事業者向け⽀援
事業場内最低賃⾦を⼀定額以上引き上げるとともに、⽣産性向上に
資する設備投資を中⼩企業等が⾏った場合、費⽤の⼀部を助成。

●︓厚労省施策 ●︓農林⽔産省施策

●キャリアアップ助成⾦による⽀援 ※事業者向け⽀援
有期雇⽤労働者等の正社員転換、処遇改善の取組を
実施した場合に助成。

●介護休業給付 ※個⼈向け⽀援
対象家族の介護を⾏うために休業をする場合、
介護休業給付⾦を⽀給。

●育児休業給付 ※個⼈向け⽀援
原則１歳未満の⼦を養育するために育児休業を⾏う場合、
育児休業給付⾦等を⽀給。

【雇⽤者の就業継続や雇⽤の安定に資するもの】

●両⽴⽀援等助成⾦による⽀援 ※事業者向け⽀援
働き続けながら⼦育てや介護を⾏う労働者の雇⽤の継続を図るため
の就業環境整備に取り組む場合等に助成。



雇⽤保険加⼊の効果について
○ 雇⽤保険への加⼊により、事業者については保険料の負担が⽣じる⼀⽅で、他産業と同質のセーフティネットの充実により、
⼈材獲得がしやすくなるメリット。労働者においては、失業⼿当や育児休業給付等を受給可能。

○ 特に、他産業で働いていた者や⾮農家出⾝の農業⼤学校⽣などにとっては、雇⽤保険に未加⼊であることは、職業選択の上で⼤
きなデメリットとなる可能性。

【雇⽤保険 加⼊の場合】【雇⽤保険 ⾮加⼊の場合】
労働者事業者負担・給付労働者事業者負担・給付

■保険料負担発⽣■雇⽤保険⼿続が発⽣
■保険料負担発⽣

○労働者負担なし〇経営者負担なし
〇保険料管理等が不要

〇失業給付を最⼤330
⽇受給可能

○育児休業給付を原則
⼦が１歳になるまで受
給可能

○介護休業給付を最⼤
93⽇間受給可能

○教育訓練給付により
従業員等のスキル習
得が促進

〇充実した社会保障で
将来を⾒越した安定し
た就労が可能

〇他産業含む就職の選
択肢になりやすい

〇労働者のセーフティ
ネットが充実することに
より⼈材の確保と定着
につながる可能性

〇教育訓練による従業
員のスキル習得により、
組織全体の経営⼒
向上が⾒込まれる

〇経営体の従業員教育
に係る意識が向上

■失業給付や育児・介
護休業給付が受けら
れない

■教育訓練等による従
業員のスキル習得が進
まない

■セーフティネットが劣る
ため、転職先の選択肢
にならない可能性

■他産業含め⼈材確保
が困難となる可能性

■求⼈申し込みの際に
セーフティネットを強
みとしてPRできない
可能性

【保険料負担】
経営主負担なし 経営主負担

労働者負担

【給付】
なし

7/1,000を負担
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【給付】

【保険料負担】

⼈材流⼊性 ⼩ ⼈材流⼊性 ⼤

メリット

デメリット デメリット

メリット メリット

デメリット

失業等給付

育児休業給付

雇⽤安定事業

能⼒開発事業

10.5/1000を負担（失業等給付
・育児休業給付で7/1,000、雇⽤
保険２事業で3.5/1,000）

労働者負担なし

メリット デメリット

基本⼿当、再就職⼿当、教育訓
練給付、介護休業給付等

雇⽤調整助成⾦、特定求職者
雇⽤開発助成⾦等

⼈材開発⽀援助成⾦、職業能
⼒開発施設の設置・運営等



雇⽤保険制度について（経営体と経営規模）

31

○ 農林業センサスによると、雇⽤保険が強制適⽤とならない経営体は、常雇いで⾒ると、労働者を１〜４⼈雇⽤する個⼈経営体で約２万経営体（約
２%）、臨時雇いで⾒ると、労働者を１⼈以上雇⽤する個⼈経営体で約12万経営体（約11％）と想定される。

○ 農産物販売⾦額別に⾒た常雇い１〜４⼈を雇⽤する個⼈経営体数は、販売⾦額1千〜3千万円が最多層。臨時雇いの経営体は幅広く分布している。
○ 雇⽤保険料負担については、例えば、年収が300万円の労働者の場合、年間約５万円（雇⽤主︓年間約３万円、労働者︓年間約２万円）

（試算）。

資料︓農林⽔産省「2020年農林業センサス」

賃⾦総額 × 雇⽤保険料率
【雇⽤主】 3,000,000円 × 10.5/1000 ⇒ ＋31,500円
【従業員】 3,000,000円 × 7/1000 ⇒ ＋21,000円
※労働者数と賃⾦総額により変動があり得ることに留意

＜計算⽅法＞
当該年度に全ての労働者に⽀払う賃⾦総額×雇⽤保険料率

（例）労働者１名を雇⽤し、年間の賃⾦総額が300万円
（毎⽉2０万×１２か⽉、賞与30万×2回）の場合

雇⽤主：約３万円/年、従業員：約２万円/年

雇⽤保険料の負担について（試算）

1,015,579 

16,355 

20,389 

9,859 

1,374 

4,493 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

個⼈経営体 法⼈経営体

常雇い⼈数階層別経営体数
（単位︓経営体）

（計：1,037,342） （計：30,707）
（合計：1,068,049）

(0.1％）

(97.9％）

(2.0％）

(53.3％）

(32.1％）

(14.6％）

資料︓農林⽔産省「2020年農林業センサス」
常雇い︓あらかじめ、年間７か⽉以上の契約（⼝頭の契約でもよい。）で主に農業経営のために雇った⼈（期間を定めずに雇った⼈を含む。）をいう。
臨時雇い︓「常雇い」に該当しない⽇雇い、季節雇いなど農業経営のために⼀時的に雇った⼈のことをいう。
個⼈経営体︓個⼈（世帯）で事業を⾏う経営体をいう。なお、法⼈化して事業を⾏う経営体は含まない。
法⼈経営体︓農業経営体のうち、法⼈化して事業を⾏う経営体をいう。

915,890 

15,473 

78,739 

6,607 

42,713 

8,627 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

個⼈経営体 法⼈経営体

臨時雇い⼈数階層別経営体数

雇⽤者なし １ 〜 ４ ５⼈以上

（単位︓経営体）

（計：1,037,342） （計：30,707）
（合計：1,068,049）

(4.1％）
(7.6％）

(88.3％）

(28.1％）

(21.5％）

(50.4％）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

販売なし
５０万円未満
５０〜１００

１００〜３００
３００〜５００

５００〜１，０００
１，０００〜３，０００
３，０００〜５，０００

５，０００万〜１億
１〜２
２〜３
３〜５

５億円以上
常雇い・臨時雇いを雇⽤する個⼈経営体数（販売⾦額別）

臨時雇い（１⼈以上）
常雇い（１〜４⼈）

(経営体)

(n=121,452)
(n=20,389)



資料︓総務省「国勢調査」
就業者︓調査期間中に賃⾦、給料、諸⼿当，営業収益，⼿数料，内職収⼊など収⼊（現物収⼊を含む。）を伴う仕事を少しでもした者をいう。

また，家族の⼈が⾃家営業（個⼈経営の農業や⼯場・店の仕事など）の⼿伝いをした場合は，無給であっても就業者に含める。
雇⽤者︓会社員・⼯員・公務員・団体職員・個⼈商店の従業員・住み込みの家事⼿伝い・⽇々雇⽤されている⼈・パートタイムやアルバイトなど，会社・団体・個⼈や官公庁に雇⽤されている⼈で「役員」でない⼈をいう。
注１︓農業は農業サービス業を除いた値。
注２︓全産業の分類については，⽇本標準産業分類並びに⽇本標準職業分類を国勢調査に適合するように集約して編成している。
注３︓林業について、1970~1980年は狩猟業を含む値。

農業分野の就業者における雇⽤者の状況
○ 農業分野における就業者のうち雇⽤者の割合は、令和２年において18.4%であり、雇⽤保険が暫定任意適⽤となった昭和49

年頃と⽐較すると増加しているものの、未だ他産業並みとはなっていない。
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農業分野の就業者における雇⽤者の状況

農業 全産業 林業 漁業 ⽔産養殖業

就業者

就業者のうち
雇⽤者

就業者における雇⽤者の割合

※注２ ※注３

（万⼈）

※注１
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農業の雇⽤保険について（検討の視点）

＜検討の視点＞

① 農業を取り巻く環境の変化について
雇⽤保険法制定時（昭和49年）より、農業において、労働者５⼈未満の個⼈経営体については、「事業所の把握が困難な場

合が多く、また、雇⽤関係、賃⾦⽀払関係が必ずしも明確でない場合が多いため、⼀時に全⾯適⽤とすることは、事務的に困難である
のみならず、その実⾏を期しがたい状況にある」との理由から暫定任意適⽤事業とされている。農林⽔産業以外の全ての業種は、現在
までに完全適⽤となっている状況であるが、この点も含め、農業を取り巻く環境の変化についてはどのように考えるか。

② 安⼼して働き続けられる環境整備の観点
・ 雇⽤保険の強制適⽤とならない、労働者５⼈未満の個⼈経営体において、雇⽤保険の加⼊⼿続きを⾏わない場合は、そこで

就労する労働者は、失業給付や育児休業給付、介護休業給付を受けられないことについて、どのように考えるか。
・ 農業分野における従業員の正規雇⽤化や、育児休業、介護休業等のライフステージに対応できる環境整備について、どのように

考えるか。

③ 能⼒開発の観点
・ 雇⽤保険の強制適⽤とならない、労働者５⼈未満の個⼈経営体において、雇⽤保険の加⼊⼿続きを⾏わない場合は、そこで

就労する労働者は、教育訓練給付を受けられないことについてどのように考えるか。
・ 農業分野における⼈材の能⼒開発のための研修や⽀援制度等について、どのように考えるか。

④ 事業者の経営等への影響について
雇⽤保険への加⼊が経営に与える影響について、事業者の費⽤（保険料）及び⼿続の負担や従業員の保険料負担がある⼀⽅、

他産業出⾝者等の⼈材の獲得や定着を容易にすること、能⼒開発を通じた組織としての経営⼒が向上すること等が期待できると
いったメリットを踏まえ、どのように考えるか。

視点１ 雇⽤保険制度をはじめとする就業環境の改善の重要性について

視点２ 事業者の経営等への影響について


